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研究要旨 

本研究では、BCP を構築して各種ハザードに備えるため、ハザードの種類に依らず共通する事項と、個別の

ハザード特有の事項を整理し、オール・ハザード型の BCP 構築に向けた体制確立を目的とした。本研究を通し

て、医療機関における災害対応の実効性向上を目的として、既存の自然災害向け BCP の見直しと、感染症ア

ウトブレイクやサイバーインシデントなども含めたオールハザード型 BCP への拡張を行った。まず、従来の手

引き類（災害拠点病院用・非拠点病院用の BCP 作成ガイドやチェックリスト）を、近年の災害経験を踏まえ内

容のアップデートを実施した。加えて、平成 28～29 年度および令和 3～4 年度の厚生労働科学研究に基づ

き、自然災害にとどまらず感染症やサイバーインシデントにも対応可能な BCP の構成要素を整理・リスト化し、

災害種別 BCP の構築を可能とする汎用的な枠組みを示した。また、感染症災害も他の災害と同様に BCP の

対象とすべきであり、自然災害対応で用いられる CSCATTT の枠組みが感染症 BCP にも有効であることを検

証した。さらに、WHO の「保健医療サービス継続計画ハンドブック」や「Hospital Emergency Response

Checklist」など、国際的な指針に着目し、病院機能維持に必要な構成要素と原則を抽出して国内研修教材の

改訂に活用した。加えて、サイバーインシデントに関する研究では、自然災害との共通項と特有課題を明確化

し、障害範囲別の初動対応やシステム復旧の優先順位設定など、実効的な対応策を提示した。感染症 BCP

についても、感染対策や人員確保、複合災害時の対応など特有要素を整理し、自然災害 BCP との共通部分

とあわせて柔軟な計画更新が可能な構成とした。以上の成果を通じて、日本の医療 BCP の実践知は国際的

にも有用であり、その発信と共有は災害時の医療体制の持続性確保に資すると言える。
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Ａ. 研究目的 
本研究では、BCPを構築して各種ハザードに備える
ため、ハザードの種類に依らず共通する事項と、個
別のハザード特有の事項を整理し、オール・ハザー
ド型のBCP構築に向けた体制確立を目的とした。 

Ｂ. 研究方法 
・総括と「すでに公表されている書式のアップデート」
「事業継続計画（BCP）策定研修」の指導者の育成に
関する検討（本間正人研究代表者）
各研究分担者の成果をもとに、すでに公表されてい
る書式について、オールハザードの観点からアップ
デートを行うことを目的とした。さらに一般社団法
人日本災害医学会事務局へ事務委託し、日本災害医
学会BCP研修策定委員会を核として、すでにBCPを保
有する医療機関がさらに実効性のあるBCPを充実さ
せることができる研修と実施体制について検討し
た。

・共通するBCP骨格に関する検討（堀内義仁研究分
担者）
平成28-29年度に厚生労働科学研究、及び、令和3-4
年にかけて実施した厚生労働行政推進調査事業費
補助金 地域医療基盤開発推進研究事業「大規模災

害時における地域連携を踏まえた更なる災害医療
提供体制強化に関する研究」にて検討を重ねてきた
「自然災害にかかわる事業継続計画（BCP）」の内
容をアップデートするとともに、感染症アウトブレ
イクやサイバー・インシデント対応にも共通するB
CP骨格に関する検討し、研究分担者とも協力し研修
教材を開発する。育成した指導者とともに「事業継
続計画（BCP）策定研修」を試行コースとして実施
する。感染症アウトブレイクやサイバー・インシデ
ント対応のチェックリスト項目を開発することを
目標とした。

・BCP策定研修の研修教材の作成のためのエビデン
スに関する検討（佐々木 宏之研究分担者）
Web上で公開されている利用可能な論文、ガイドラ
イン、灰色文献等の検索を実施。現教材とのギャッ
プを同定し、資料の更新に資するコンテンツを抽出
した。

・感染症アウトブレイク対応と自然災害対応に求めら
れるBCP項目の関係性に関する検討（三村 誠二研
究分担者）
過去の自然災害（地震、豪雨・洪水など）で得られ
た災害対応の手法から、各医療施設のBCPに含める
べき項目を挙げる。またコロナ禍における対応で得
られた知見から、感染症アウトブレイクにおける対
応項目を挙げ、その共通点を検討する。
・各自然災害における本部運営
・安全管理
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